
 

 

 

2023 年の労務イベントとその対応 

◆「賃金」に関する改正への対応 

４月１日以降、月 60 時間超の時間外

労働の割増賃金率が 50％（深夜割増賃

金率は 75％）となります（引上げ分の

割増賃金支払いに代えて有給の休暇

（代替休暇）の付与も可能）。就業規則

等の見直しの要否とあわせて、残業の

申請・承認、残業時間が長い従業員へ

の健康管理も含めた注意喚起など、長

時間労働を抑制する取組みができてい

るか確認しておきましょう。 

 また、2020 年４月以降賃金請求権の

消滅時効期間が３年に延長されてお

り、４月１日以降、過去３年分の賃金

請求権が発生します。賃金不払いをめ

ぐるトラブル予防のため、労働時間把

握や集計、割増賃金計算などに不備が

ないか確認しておきましょう。さらに、

デジタルマネーによる賃金支払いも導

入されます。若い従業員などが希望す

る可能性もありますから、対応を検討

しておきましょう。 

◆「データ公表義務」への対応 

2022 年７月施行の改正女性活躍推進法

により、次の事業年度の開始後概ね３カ

月以内での「男女賃金の差異」の情報公

表が、301 人以上の企業で義務化されて

います。 

厚生労働省のデータベース等での公表の

ほか、働きやすさを示すデータとして募

集時に活用されることも考えられます。

義務化の対象となっていない企業におい

ても対応を検討しておきましょう。 

 

ee～～ろろううむむ..nneett 

令和 5 年２月号 連絡先：〒160－0023  

東京都新宿区西新宿 4-1-10-205 
社会保険労務士事務所ＮＫサポート 

電 話：03-6304-2745  

FAX：03-6304-2744 

ｅ－ｍａｉｌ： info@e-606.net 
  

 （い い 労 務） 

 

また、４月以降、常時雇用 1,000 人

超の事業主に、育児休業等の取得状

況の年 1回公表が義務づけられま

す。江崎グリコ株式会社による昨年

９月の調査で、パパ育休制度を認知

している人の７割超が利用したいと

回答するなど、利用しやすい環境が

整っているかも関心を集めています

ので、こちらも対応を検討しておく

とよいでしょう。 

【厚生労働省リーフレット「月 60 時

間を超える時間外労働の割増賃金率

が引き上げられます」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/00

0930914.pdf 

 

【厚生労働省「「育児休業平均取得日数」

を公表する場合の公表・計算例につい

て」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/1190

9000/001029777.pdf 

 

2 月の税務と労務の手続期限［提

出先・納付先］ 

1 日 

○ 贈与税の申告受付開始＜３月１５

日まで＞［税務署］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税

額の納付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提

出＜前月以降に採用した労働者が

いる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

15 日 

○ 所得税の確定申告受付開始＜３月１

５日まで＞［税務署］ 

※なお、還付申告については２月１５

日以前でも受付可能。 

28 日 

○ じん肺健康管理実施状況報告の提出

［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局また

は銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年

金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使

用状況報告書の提出［公共職業安定

所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被

保険者でない場合）＜雇入れ・離職の

翌月末日＞［公共職業安定所］ 

○ 固定資産税・都市計画税の納付＜第４

期＞［郵便局または銀行］ 

※都・市町村によっては異なる月の場

合がある。 
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